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平成23年５月 31日 

各 位 

会 社 名 佐 藤 食 品 工 業 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長   鈴木 宗行 

(ＪＡＳＤＡＱ・コード ２８１４) 

問い合せ先 執行役員管理部長   上田 正博 

電 話 番 号 ０ ５ ６ ８ － ７ ７ － ７ ３ １ ６ 

 

 

（訂正・数値データ訂正あり）「平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）」の一部訂正について 

 

平成 23 年５月 13 日に発表いたしました「平成 23 年３月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）」の記載内容

の一部に訂正すべき事項がありましたので、下記のとおり訂正いたします。また、数値データにも訂正があり

ましたので訂正後の数値データも送信いたします。なお、訂正個所には下線を付しております。 

 

記 

 

①．サマリー情報 

  平成 24年３月期業績予想の第２四半期（累計）について、予想年間税金費用がゼロになるため、見積実効税率

ではなく法定実効税率を適用することによる修正であります。 

 

 【訂正前】 

３．平成24年３月期の業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月 31日） 
 (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,169 △0.0 347 △37.9 362 △44.2 360 △7.1 38 65

通  期 6,600 0.2 779 △29.5 809 △32.9 505 △75.7 54 16

 

【訂正後】 

３．平成24年３月期の業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月 31日） 
 (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,169 △0.0 347 △37.9 362 △44.2 215 △44.5 23 09

通  期 6,600 0.2 779 △29.5 809 △32.9 505 △75.7 54 16
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②．７ページ 

３．経営方針 
（２）目標とする経営指標 
【訂正前】 

当社は、毎期、安定的な利益を継続的に確保すると同時に、株主利益の重視と経営の効率化の視点からROE
（自己資本利益率）並びに、ROA（総資本利益率）を重要な経営指標としております。当期の結果といたしま
しては ROE 12.4％、ROA 11.8％であります。 

 

【訂正後】 
当社は、毎期、安定的な利益を継続的に確保すると同時に、株主利益の重視と経営の効率化の視点からROE

（自己資本利益率）並びに、ROA（総資本利益率）を重要な経営指標としております。当期の結果といたしま
しては ROE 13.1％、ROA 7.0％であります。 
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③．２９ページ 

  （税効果会計関係） 

 【訂正前】 

前事業年度 
(平成 22年３月 31日) 

当事業年度 
(平成 23年３月 31日) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
(繰延税金資産) 
①流動資産 
  未払事業税等 33,247 千円
賞与引当金 46,690 千円
その他 5,578 千円

計 85,515 千円
 
 
 

②固定資産 
貸倒引当金繰入超過額 1,964,410 千円
役員退職慰労引当金 2,837 千円
減損損失 13,533 千円
投資有価証券評価損否認 29,423 千円
その他 1,826 千円
繰延税金負債(固定)との相殺 △23,233 千円

              小計 1,988,797 千円

評価性引当額 △1,970,194千円

計 18,602 千円

    繰延税金資産合計 104,118 千円
差引：繰延税金資産の純額 104,118 千円
 
 
 

(繰延税金負債) 
 ①固定負債 

その他有価証券評価差額金 23,233 千円
繰延税金資産(固定)との相殺 △23,233 千円

            計 －千円

繰延税金負債合計 －千円

 
 

 

 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
(繰延税金資産) 
①流動資産 
  未払事業税等 3,394 千円
賞与引当金 46,690 千円
繰越欠損金 319,710 千円

その他 5,961 千円

繰延税金負債(流動)との相殺 △18,691 千円
計 357,065 千円
 

②固定資産 
貸倒引当金繰入超過額 417,817 千円
役員退職慰労引当金 4,124 千円
減損損失 12,451 千円
繰越欠損金 820,163 千円
投資有価証券評価損否認 19,739 千円
資産除去債務 22,100 千円
その他 1,710 千円
繰延税金負債(固定)との相殺 △1,094 千円

              小計 1,298,109 千円

評価性引当額 △549,265 千円

計 747,749 千円

    繰延税金資産合計 1,104,814 千円
差引：繰延税金資産の純額 1,104,814 千円
 

(繰延税金負債) 
①流動負債 
  未払還付事業税 18,691 千円
  繰延税金資産(流動)との相殺 △18,691 千円

              計 －千円

 
 ②固定負債 

その他有価証券評価差額金 1,094 千円
繰延税金資産(固定)との相殺 △1,094 千円

      計 －千円

繰延税金負債合計 －千円

 
  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.6％

（調整） 
交際費等の永久に損金に 
算入されない項目 

0.2％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.3％

住民税均等割等 0.4％
試験研究費の総額の税額控除 △1.2％
評価性引当金の増減 △2.9％
その他 △0.1％
税効果適用後の法人税等の負担率 36.7％ 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.6％

（調整） 
交際費等の永久に損金に 
算入されない項目 

0.2％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.2％

住民税均等割等 0.4％

評価性引当金の増減 △127.5％

所得税額控除 △0.1％

その他 0.1％

税効果適用後の法人税等の負担率 △127.2％ 
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 【訂正後】 

前事業年度 
(平成 22年３月 31日) 

当事業年度 
(平成 23年３月 31日) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
(繰延税金資産) 
①流動資産 
  未払事業税等 33,247 千円
賞与引当金 46,690 千円
その他 5,578 千円

計 85,515 千円
 
 
 

②固定資産 
貸倒引当金繰入超過額 1,964,410 千円
役員退職慰労引当金 2,837 千円
減損損失 13,533 千円
投資有価証券評価損否認 29,423 千円
その他 1,826 千円
繰延税金負債(固定)との相殺 △23,233 千円

              小計 1,988,797 千円

評価性引当額 △1,970,194千円

計 18,602 千円

    繰延税金資産合計 104,118 千円
差引：繰延税金資産の純額 104,118 千円
 
 
 

(繰延税金負債) 
 ①固定負債 

その他有価証券評価差額金 23,233 千円
繰延税金資産(固定)との相殺 △23,233 千円

            計 －千円

繰延税金負債合計 －千円

 
 

 

 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
(繰延税金資産) 
①流動資産 
  未払事業税等 3,394 千円
賞与引当金 46,690 千円
繰越欠損金 319,710 千円
その他 5,961 千円
繰延税金負債(流動)との相殺 △18,691 千円

計 357,065 千円
 

②固定資産 
貸倒引当金繰入超過額 417,817 千円
役員退職慰労引当金 4,124 千円
減損損失 12,451 千円
繰越欠損金 820,163 千円
投資有価証券評価損否認 19,739 千円
資産除去債務 22,100 千円
その他 1,710 千円
繰延税金負債(固定)との相殺 △1,094 千円

              小計 1,297,014 千円

評価性引当額 △549,265 千円

計 747,749 千円

    繰延税金資産合計 1,104,815 千円
差引：繰延税金資産の純額 1,104,815 千円
 

(繰延税金負債) 
①流動負債 
  未払還付事業税 18,691 千円
  繰延税金資産(流動)との相殺 △18,691 千円

              計 －千円

 
 ②固定負債 

その他有価証券評価差額金 1,094 千円
繰延税金資産(固定)との相殺 △1,094 千円

      計 －千円

繰延税金負債合計 －千円

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.6％

（調整） 
交際費等の永久に損金に 
算入されない項目 

0.2％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.3％

住民税均等割等 0.4％
試験研究費の総額の税額控除 △1.2％
評価性引当金の増減 △2.9％
その他 △0.1％
税効果適用後の法人税等の負担率 36.7％ 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.6％

（調整） 
交際費等の永久に損金に 
算入されない項目 

0.2％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.2％

住民税均等割等 0.4％

評価性引当金の増減 △127.5％

所得税額控除 △0.1％

その他 0.1％

税効果適用後の法人税等の負担率 △86.5％ 

 

 

以 上 


